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観光地における景観を考慮した無電柱化事業は，地域住民だけでなく外部からの観光客にとってもメリ

ットとなる．そのため，無電柱化事業は観光まちづくりの観点からも大きく期待が持てる．そこで本研究

では，愛媛県内子町において観光客を対象に CVM によるアンケート調査を実施した．そして無電柱に対

する観光客の評価を明らかにし，その上で観光地での無電柱化事業に関する考察を行っている． 

 

     Key Words: Undergrounding and Utility Pole Removal Projects, Contingent Valuation Method (CVM), 

Double-Bounded Dichotomous, Tourist Evaluation. 

 

 

1. はじめに 

 

我が国における無電柱化事業は，2020年東京オリンピ

ックに向けた都市整備をはじめ，近年あちこちの地域で

進められるようになってきている 1) 2)．特に観光地にお

いては，無電柱化による観光促進への期待が大きい．そ

のため，2019年には観光地を対象とした無電柱化の支援

策として，観光地域振興無電柱化推進事業も実施される

ようになった 2)． 

観光地における無電柱化のメリットとして，最も期待

されるのは景観改善の効果である．なぜなら，景観を活

用した観光サービスを供給する地域にとって，地上の電

柱・電線はその景観の大きな阻害要因になる可能性があ

るからである．近年の多くの自治体は景観面を考慮した

無電柱化事業に注目しており 3)，一方，観光客の方も景

観改善の観点から無電柱化事業を期待している 4)． 

また，観光地における無電柱化のメリットとして，道

路通行時の安全性，快適性も重要である．観光地では，

徒歩移動による観光客の増加が見込まれる．さらに，そ

うした観光客の歩行特性をみると，通勤時などと比較し

て集団行動や低速度で移動することが分かっている 5)．

多くの徒歩移動の観光客がより安全で快適な移動空間を

確保するためにも，無電柱化事業は重要である． 

無電柱化事業を実施していくためには，無電柱化の定

量的な評価を明らかにしていく必要がある．無電柱化の

経済学的なアプローチによる定量的な評価研究をみると，

主にヘドニックアプローチによる研究が多くみられる 6) 

7) 8) 9) 10) 11) 12)．ヘドニックアプローチによる研究は，無電柱

化の便益の地価への反映度合いを分析する手法である．

そのため，ヘドニックアプローチでは主にそこに居住す

る地域住民の評価が大きく反映されていると考えられる． 

一方，観光地等での無電柱化のメリットは，先に示し

たような理由から観光客からも大きく評価されることが

期待される．そこで本研究では，こうした観光客からの

無電柱化の評価を明らかにすることが目的である．その

ため，本研究では仮想評価法（CVM；Contingent Valuation 

Method）を用いた調査を実施する．CVM は仮想的な環

境改善などへの支払意思額（WTP；willingness to pay）を

アンケートによって回答者から直接聞き出す方法である．

つまり，現地の観光客に直接でアンケートを実施するこ

とにより，今後整備されるかもしれない無電柱化に対す

る観光客の評価を明らかにすることが可能である． 

CVM を用いた無電柱化研究は，ヘドニックアプロー

チによる研究よりも数は少ないがいくつか存在する 13) 14)．

ただし，先行研究を見ると，現地観光客を対象とした研

究は見かけない．例えば，周藤 13)は道路整備の評価分析

のため，道路利用者全体が分析対象となっている．また，

功刀他 14)は観光地である富岡製糸場を対象としているの

もの，調査方法がウェブアンケートのため，分析結果は

必ずしも現地を訪れる観光客の評価とはなっていない．
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本研究では観光客の無電柱化の評価をより明確にするた

め，実際に現地を訪問している人々を対象とした調査を

試みている． 

今回，無電柱化事業の CVM 調査地として，愛媛県内

子町を選択した．内子町には江戸時代頃からの建造物も

今も多数存在している．そのため，一部区画は重要伝統

的建造物群保存地区（保存地区）に指定されるほど景観

が魅力的な観光地であり，古い町並みの景観が目当てと

した観光客が多数訪れている．内子町の保存地区のメイ

ン通りでは無電柱化整備が完了しているが，他の地域は

まだ計画段階である．よって，無電柱化整備が計画段階

の区画を対象とした CVM を作成し，景観目的の観光客

に対する調査が可能となっている． 

内子町を調査対象地としたことによって，CVM のい

くつかの問題点の緩和も期待できる．CVM は仮想的な

シナリオを用いるため，回答者にはなるべく適切な情報

伝達が求められる．しかし，回答者がシナリオを誤認し

た場合は伝達ミスによるバイアスが生じる恐れがある 15 

16)．また，文字情報を中心としたアンケート調査は回答

者へ与える負担が大きいため，回答結果に影響してしま

う恐れなども指摘されている 17)．実際に無電柱化された

場所が存在する内子町であれば，現地の観光客はそうし

た無電柱化のメリットに対する情報認識が高く，より

CVM のシナリオを適切に伝達することが可能になると

考えられる． 

調査対象者を観光客に注目した理由として，財源の捻

出方法についても考察するためである．受益者負担の原

則から，無電柱化事業といった地域の公共事業は地域住

民が負担することが一般的には望ましい．しかし，人口

減少とそれに伴う財政問題が懸念される地方地域におい

ては，費用負担の大きい無電柱化事業はより困難となっ

ていく．そこで本研究では，観光客からの無電柱化事業

の評価を明らかにした上で，費用負担の方法についても

考察する． 

本稿の構成は以下の通りである．2 節において，CVM

調査のフレームワークとアンケート概要について説明す

る．3 節で分析モデルを説明し，4 節に分析結果を示す．

さらに 5節で考察を行い，6節でまとめを行う． 

 

2. CVM調査のフレームワーク 

 

(1)  調査地域について 

調査対象地域は愛媛県内子町とした．内子町の人口は

約 1万 6,000人（約 7,000世帯）で，愛媛県の県庁所在地

である松山市からは特急で 25分，車で 50分の場所に位

置する．内子町は愛媛県松山市と大洲市の間の大洲街道

沿いに位置しており，江戸時代は日本最大規模の木蝋生

産地として栄えたまちである．そして，現在も内子町に

は木蝋で栄えた江戸時代後期から明治時代の当時の町並

みの景観が存在する．こうした町並みは評価され，1982

年に八日市護国地区が「八日市護国重要伝統的建造物群

保存地区」として保存地区に指定された．保存地区に指

定されたのは四国内では初である． 

内子町では，保存地区のメイン通りにおいては無電柱

化がすでに完了している．以前は保存地区にも地上の電

柱・電線が一度建造されている．しかし，保存地区に指

定されたことで，古い町並み景観の阻害要因となる電

柱・電線の整備も地区整備の一環として 1987 年から進

められることとなった．内子町では費用や道路幅といっ

た問題点を考慮して，家屋の裏側に電線を通す裏側配線

方式により無電柱化事業が採用された．これにより，現

在は保存地区のメイン通り（約 610m）が無電柱化され

る． 

現在，内子町には追加的な無電柱化整備の計画が存在

する．計画箇所は現在の内子町の中心的な通りである本

町通りであるが，本町通りは一部を除いて整備はこれか

らという状況である．今回の研究では，この本町通りの

まだ無電柱化が完了していない区画を利用して CVM シ

ナリオを設定することとした．実際に計画がある区画を

シナリオに用いることで，回答者に想像しやすくするよ

うにしている． 

 

(2)  CVM調査概要 

CVM 調査ではアンケートに仮想的なシナリオを用い

るため，シナリオの設定は重要である．今回，本調査を

する前に松山大学経済学部の学生たちの協力のもので複

数回のプレアンケートやヒアリングを実施した．こうし

てできるだけ回答者に伝わりやすいシナリオや提示金額

の設定に努めた． 

図-1は作成したCVMのシナリオであり，図-2はCVM

のシナリオを補足する地図情報である．まず図-1のシナ

リオでは，最初に仮想的に無電柱化事業を実施する区間

とその距離情報，無電柱化事業によって生まれるメリッ

ト情報，無電柱化のための費用情報を提示している．そ

の上で，回答者には有料施設への入場チケットを購入す

る際に寄付金の形で支払いに協力してくれるかどうかを

訊ねる方法としている． 

図-1を補足する図-2には，仮想的に無電柱化を実施す

る区間（内子座あたりから伊予銀行内子支店あたりまで

の本町通）の情報，すでに無電柱化が実施されている通

り（保存地区）の情報，アンケートを実施している場所

（内子座，商いと暮らし博物館，木蝋資料館上芳我邸）

の情報を示している．図は google map を元にして，必要

な情報のみを追加する形で作成している． 

二段階二項選択方式を採用した 18)．回答者にはこちら

が提示した金額への回答を「Yes/No」の二段階で行う方
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式である．一段階目に「Yes」と回答した場合は二段階

目ではより高い金額を提示して同様の質問を実施し，逆

に一段階目に「No」と回答した場合は二段階目ではよ

り低い金額を提示して同様の質問を実施するような方法

である． 

図-1には一段階目の質問部分のみを記載している．今

回の研究では，一段階目が 100 円，300 円，500 円，700

円の 4種類の質問票を作成し，回答者には 4 種類から 1

つをランダムで配布して回答してもらっている．回答者

が一段階目（100 円，300 円，500 円，700 円）で「寄付

する」と回答した場合は，二段階目ではそれぞれ一段階

目の提示額より高い金額（300円，500円，700円，900円）

を提示し回答をしてもらった．逆に一段階目で「寄付し

ない」と回答した場合は，二段階目ではそれぞれ一段階

目の提示額よりも低い金額（50 円，100 円，300 円，700

円）を提示して回答してもらった． 

CVM の価格帯は，有料施設への入場価格と照らし合

わせながら決定した．内子町の代表的な有料施設は内子

座，商いと暮らしの博物館，木蠟資料館上芳我邸である

が，それぞれへの一般的な大人料金が 400 円，200 円，

500円（3セットで 900円）となっている．これら有料施

設への入場料金と比較し，さらに本調査前のプレ調査で

のヒアリングを通して回答者の負担が少なめな価格帯に

設定してある． 

 

(3)  調査概要 

アンケート調査のメインとなるのは観光客から無電柱

化事業に対するWTPを聞き出すCVM調査である．まず

初めに，回答者には先に説明した CVM の質問を訊ねて

いる．また，調査票には CVM に関する質問の他に，回

答者の個人特性や内子町観光に関する質問，電柱や無電

柱化事業に関する質問などが含まれている． 

調査は現地での対面方式を採用している．対面方式を

実施することで，細かい部分で調査員が対応することが

可能となっている．また，現地で直接調査することによ

って，内子町の景観を認識している観光客を対象とした

アンケート調査が可能となっている． 

現地調査は松山大学経済学部の学生スタッフの協力の

もと実施した．学生スタッフには事前にアンケート方法

の詳細を十分に伝達した上で実施している．現地でのア

ンケート方法は，基本的には調査場所付近にいる人々全

員に声をかける形で実施した．回答者には報酬として内

子町の絵葉書を一枚ずつ受け渡すようにした． 

調査期間は 2019年 11月下旬から 2020年 2月下旬とし

ている．内子町では内子座などで定期的なイベントが実

施されている．今回の調査はそうしたイベント目的では

なく，内子町の古い町並み景観が目的の観光客を対象と

するため，特定のイベントのない週末に調査を実施した．  

 

図-1 質問文 

 

図-2  質問文とCVMアンケート補助地図 

（googlemapをもとにして作成） 

 

調査時間帯は 10時から 17時としている． 

調査場所は，CVM 調査の説明地図にも登場する内子

座周辺，商いと暮らし博物館周辺（本町通り），木蝋資

料館上芳我邸周辺（保存地区メイン通り）とした．事前

に町役場および町並み保存協会と相談の上で選定してい

る． 

 

(4)  アンケート調査結果の概要 

表-1は，アンケート調査結果の概要を示している．今

回，有効回答は 506 であった．出身地をみると，内子町

の回答者が66人（13%）いることが分かった．内子町観

光への訪問回数は，半数が 1回目であったが，次に多い

のは 10回以上の回答であった．全体の平均は 3.2回とな

っている． 

電柱のネガティブな経験（4 項目）と訪問目的（3 項

目）は複数回答で聞いている．電柱のネガティブ経験の 

（A）内子座

本町通り
（新無電柱化計画地区）

町並み保存地区
（無電柱化完了地区）

木蝋資料館
上芳我邸

商いと暮らしの博物館

（B）伊予銀行
内子支店
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表-1 アンケート結果概要（サンプルサイズ506） 

出身地 内子町 66 13%

それ以外 440 87%

観光訪問回数 1回 64 50%

2回 23 12%

（平均：3.2回） 3回 7 2%

4回 3 1%

5回 3 1%

6回 2 0%

10回以上 27 3%

電柱のネガティブ経験 景観阻害 132 26%

通行障害 136 27%

倒壊目撃 107 21%

倒壊伝聞 98 19%

訪問目的 内子座 370 73%

商い博物館 161 32%

木蝋資料館 168 33%

無電柱化認識 あり 353 70%

なし 153 30%

ボランティア経験 あり 164 32%

なし 342 68%

性別 男性 243 48%

女性 263 52%

所得 収入無し 122 24%

200万円未満 104 21%

200～400万円未満 113 22%

400～600万円未満 67 13%

600～800万円未満 62 12%

800～1000万円未満 27 5%

1000～1200万円未満 4 1%

1200～1500万円未満 4 1%

1500万円以上 3 1%

年代 10代 23 5%

20代 94 19%

30代 75 15%

40代 86 17%

50代 88 17%

60代 86 17%

70代以上 54 11%  

注：「訪問目的」と「電柱のネガティブ経験」は複数回答． 

 

表-2 回答反応（サンプルサイズ：506）． 

賛成（賛成） 賛成（反対） 反対（賛成） 反対（反対）

100(50/300) 63 38 8 16

300(100/500) 49 35 28 13

500(300/700) 40 30 39 18

700(500/900) 26 16 44 43

合計 178 119 119 90

提示金額

（円）

回答反応

 

注 1：カッコ内は二段階目の提示金額と回答反応を示している． 

 

4 項目に関して，だいたい 20%から 30%くらいの人が何

かしらの経験があることが分かった．訪問目的として最

も人気だったのは内子座で 73％の人が訪問目的として

いることが分かった．内子座以外の 2 項目はどちらも

30%程度の人が訪問目的としていることが分かった． 

その他，無電柱化認識は 70%，ボランティア経験は

32%，性別は男女ほぼ半数となっている．所得は収入な 

しの 24%が最も多い回答となったが，それは 10 代，60

代，70代以上が合わせて32%おり，定職についていない

回答者が多く含まれているためと考えられる．他の年代

はどの年代もだいたい 15%から 19%の割合で含まれてい

ることが分かった． 

表-2は二段階の提示金額に対する回答反応を示してい

る．回答反応のカッコ内は二段階目の反応を示している．

提示金額（円）のカッコ内は二段階目の提示額を示して

おり，左は一段階目で反対の場合，右は一段階目で賛成

の場合の提示額を示している． 

 一般的に，一段階目の提示金額が高くなるほど賛成反

応は減少し，逆に反対反応は増加すると言われている．

今回のアンケート調査でもおおむね同様な傾向がみられ，

賛成（賛成）と賛成（反対）の人数が，提示金額が大き

いほど減少していることが分かる． 

 

3.  分析と結果 

 

(1)  分析モデル 

本研究では，二段階二項選択法によるアンケート結果

を用いてWTPを推計するため，Lopez-Feldman19)の手法を

用いる．Lopez-Feldman19)の手法では，回答者の WTP と

WTP への影響が考えられる複数の変数との関係をパラ

メトリックに推計することが可能である．まず，モデル

は以下の(1)式のように定義する． 

𝑊𝑇𝑃𝑖(𝑧𝑖 ,  𝑢𝑖) = zi
′𝛽 + 𝑢𝑖 (1) 

左辺の𝑊𝑇𝑃𝑖は回答者𝑖の無電柱化事業に対する支払額を

示している．左辺を説明する右辺の𝑧𝑖は無電柱化事業へ

の支払に影響する要因のベクトルを表しており，𝛽は推

定すべきパラメータベクトル，𝑢𝑖はその他の誤差項を表

している． 

さらに，(1)式から 2段階の提示金額に対する回答確率

を(2)式のように定義する． 

𝑃𝑟𝑖(𝑦𝑖
1, 𝑦𝑖

2 | 𝑧𝑖) = Pr (𝑟1,  𝑟2) (2) 

ここで，𝑦1，𝑦2はそれぞれ𝑧𝑖のもとでの 1回目と 2回目

の提示金額に対して支払に賛成であれば 1，そうでなけ

れば 0の変数とする．一方，𝑟1，𝑟2はそれぞれ 1回目と

2 回目の提示金額に対して賛成であれば𝑠，反対であれ

ば𝑛とする．さらに，回答者𝑖に提示される２回の提示

金額をそれぞれ𝑡1，𝑡2とすると，𝑖の提示金額に対する

回答確率は𝑦𝑖
1 = 1かつ𝑦𝑖

2 = 0，𝑦𝑖
1 = 1かつ𝑦𝑖

2 = 1，

𝑦𝑖
1 = 0かつ𝑦𝑖

2 = 1，𝑦𝑖
1 = 0かつ𝑦𝑖

2 = 0の 4 通りで定義

することができる．以下，(8)式～(11)式で 4 通りの式を

示す． 

        Pr (𝑠,  𝑛) =  Pr (𝑡1 ≤ 𝑊𝑇𝑃 < 𝑡2)  
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                       = Φ (
zi

′𝛽 − 𝑡1

𝜎
) − Φ (

zi
′𝛽 − 𝑡2

𝜎
) 

(3) 

 Pr (𝑠,  𝑠) =  Pr (𝑊𝑇𝑃 ≥ 𝑡1, 𝑊𝑇𝑃 ≥ 𝑡2) 

                          = Φ (
zi

′𝛽 − 𝑡2

𝜎
) 

 

(4) 

         r (𝑛,  𝑠) = Pr (𝑡2 ≤ 𝑊𝑇𝑃 < 𝑡1) 

                         = Φ (
zi

′𝛽 − 𝑡2

𝜎
) 

 

(5) 

Pr(𝑛,  𝑛) =  Pr (𝑊𝑇𝑃 < 𝑡1, 𝑊𝑇𝑃 < 𝑡2) 

                         = 1 − Φ (
zi

′𝛽 − 𝑡2

𝜎
) 

 

(6) 

このとき，対数尤度は(12)式のように定義することがで

きる． 

∑ [di
𝑠𝑛𝑙𝑛 (Φ (

zi
′𝛽 − 𝑡1

𝜎
) − Φ (

zi
′𝛽 − 𝑡2

𝜎
))

𝑁

𝑖=1

+ 𝑑𝑖
𝑠𝑠𝑙𝑛 (Φ (

zi
′𝛽 − 𝑡2

𝜎
))

+ 𝑑𝑖
𝑛𝑠𝑙𝑛 (Φ (

zi
′𝛽 − 𝑡2

𝜎
)

− Φ (
zi

′𝛽 − 𝑡1

𝜎
))

+ 𝑑𝑖
𝑛𝑛𝑙𝑛 (1 − Φ [

zi
′𝛽 − 𝑡2

𝜎
])]

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 

本モデルでは，Φ(∙)を正規分布と仮定し，最尤法を

用いることによってパラメータベクトル𝛽を推定する．

さらに，推定した𝛽とzi
′をかけ合わせることによって，

WTPを推定することが可能である． 

分析で用いた変数の詳細について説明する．今回の分

析では，(1)式の𝑧𝑖に用いる変数を替えて 3 つのモデルを

推定する．モデル１は，回答者の居住地が地元（内子町）

かどうかの違いを検証するため，地元であれば 1，それ

以外は 0とする変数を用いる．回答者が地元であれば，

普段から無電柱化の便益を多く享受できることが考えら

れるため，WTP にプラスに影響することが予想される． 

モデル２では，モデル１の地元変数以外に，WTP へ

の影響が考えられる複数の変数を用いる．まず，電柱に

対するネガティブな経験の変数として，景観阻害，通行

障害，倒壊目撃，倒壊伝聞の 4変数を用いている．こう

した経験のある回答者は，無電柱化に対して肯定的だと

考えられる．そのため，これら変数は WTP にプラスに

影響すると考えられる． 

回答者の訪問目的の変数として，内子座，商いと暮ら

し博物館（博物館），木蝋資料館の 3変数を用いる．無

電柱化はこうした観光スポットでのサービスに対する満

足度を高めることが予想される．そのため，これら変数

もWTPにプラスに影響すると考えられる． 

その他の個人特性を表す変数として，無電柱化認識，

ボランティア経験，性別，所得，性別を用いる．無電柱

化認識は，無電柱化を知っている場合は 1，それ以外を

0 とする変数である．ボランティア経験は利他性を表す

変数として用いるが，ボランティア経験がある場合は 1，

それ以外を 0 とする変数である．性別は女性を 1，それ

以外を 0とする変数とする．所得は収入なしを基準とし

て，ある所得水準（200 万円未満，200～400 万円未満，

400～600 万円未満，600～800 万円未満，800～1000 万円

未満，1000～1200 万円未満，1200～1500 万円未満，1500

以上）に属するかどうかのダミー変数を用いる．年代に

関しては 10 代を基準として，ある年代（20代，30 代，

40 代，50 代，60 代，70 代以上）に属するかどうかのダ

ミー変数を用いる． 

 モデル３では，モデル２の地元変数の代わりに内子

町観光への訪問回数の変数を用いる．1回，2回，3回，

4回，5回，6回，10回以上の 7段階の変数とする．訪問

回数が多いほど，無電柱化の便益をより多く享受できる

と考えられる．そのため，WTP にはプラスに影響する

ことが予想される． 

 

(2)  分析結果 

 表-3に 3つのモデルの分析結果を示している．モデル

１，モデル２ともに，地元は 1%水準でプラスに有意で

あった．地元の人の方が外部からの観光客よりも無電柱

化に対する WTP が高いことが示された．これは内子町

に居住する人々がそうでない人々と比較して，普段から

無電柱化による恩恵を受ける機会が多いため，それに対

するWTPも高くなるということが考えられる． 

モデル３では，地元の代わりに訪問回数を用いたが，

訪問回数も 1%水準でプラスに有意であった．よく内子

町を訪れる人々も無電柱化の恩恵を受ける機会も多く，

それに対する WTP も高くなることが考えられる．訪問

回数の結果から，地元ではなかったとしても，内子町観

光へよく訪れる人ほど無電柱化への WTP が高いことが

示された． 

モデル２，モデル３のその他の結果を見ると，まず電

柱に関するネガティブな経験の中で景観阻害経験が両モ

デルとも 1%水準でプラスに有意となった．今回のCVM

シナリオが主に景観の観点からのものであったことから，

景観に対するネガティブな経験のみが無電柱化に対する

支払いに影響したと考えられる．景観を享受する際に電

柱による阻害を経験した人は，景観改善のための無電柱

化に対するWTPが高いことが示された． 

訪問目的を見ると，10%水準で有意にプラスだったも

のはモデル３の木蝋資料館目的のみであった．無電柱化

が完了している木蝋資料館周辺を観光目的とする人は，

無電柱化に対する WTP が高い可能性がある．一方，内

子座は両モデルで有意ではなく，商い博物館に関しては

予想と反して両モデルとも 5%水準でマイナスとなった．  
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表-4 平均WTP推計値（円／人）（サンプルサイズ：506） 

平均WTP（円） 差額（円）

内子町 645

内子町以外 473 172

10回以上 655

1回 440 215

あり 587

なし 471 116

木蝋記念館 545

木蝋記念館以外 481 64

地元

訪問回数

景観阻害経験

訪問目的
 

注 1：居住地はモデル１，それ以外はモデル 3を用いた推定． 

注 2：推定値はすべて1%水準で有意である． 

 

表-5 総WTP推計値（千万円）（サンプルサイズ：506） 

下限値 平均値 上限値

地元 0.9 1.0 1.2

地元以外 51.4 55.4 59.3  

 

考えられる理由としては，内子座や商い博物館は木蝋資

料館と異なり，どちらも無電柱化されてない区間に立地

し，これらを目的としている観光客が景観よりも施設内

への関心が高いためと考えられる． 

3 つのモデルからさらに推定した 1 人当たりの平均的

WTPを表-3の下に示している．モデル１では約 506円，

モデル２とモデル３では約 502円であった．モデル間で

値を比較すると，おおむね近い値であることが分かる． 

 表-4 は，有意だった変数に注目して 1 人当たり平均

WTP をより詳細に推計した結果を示している．地元は

モデル１を，訪問回数，景観阻害経験，訪問目的（木蝋

記念館）はモデル３を使用して推計を行っている．それ

ぞれ地元は内子町かそれ以外か，訪問回数は 10 回以上

か 1回か，経験阻害経験はあるかないか，訪問目的は木

蝋記念館かそれ以外かのグループごとに平均 WTP を推

計した． 

まず地元をみると，内子町の人々の 1 人当たり平均

WTPは約 645円と高く，それ以外の人々（約 473円）と

比較して約 172 円も高いことが分かった．モデル３を使

用した結果を見ると，最も高かったのは訪問回数が 10

回以上の人々の平均 WTP で約 655 円であった．訪問回

数が10回以上の人は訪問回数が 1回目の人（約 440円）

と比較すると約 215 円も高いことが分かった．その他，

景観阻害経験がある人の平均 WTP は約 587 円，訪問目

的が木蝋記念館の人の平均WTPは545円となっている．

これら値はモデル１，モデル３それぞれのモデルの全体

の平均WTP（約 506円，約 502円）よりも高い値となっ

ている． 

さらに，モデル１の 1 人当たり WTP を用いて，総

WTPを推計する．総WTPは 1人当たり平均WTPに受益

者数をかけることで算出することができる．今回の研究

では，無電柱化の受益者は内子町に居住する住民と内子

町の外から来訪する観光客の 2通りが存在する．そこで，

2通りの総WTPを算出することとする． 

まず，内子町に居住する人々にとっての総 WTP を算

出する．1人当たりWTPには，表-4の内子町の人々の平

均WTP（約645円）を用いる．1人当たり平均WTPに掛

ける住民数には，本研究の調査時期と近い 2019年 12月

の内子町人口（16,349 人）を用いる．内子町人口は内子

町総務課を参考にした 20)． 

表-3 分析結果（サンプルサイズ：506） 

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

定数項 143.52 50.69 *** 505.84 99.43 *** 505.84 99.43 ***

地元 481.71 17.55 *** 171.78 67.59 ***

訪問回数 23.88 6.19 ***

景観阻害経験 38.68 2.96 *** 116.09 38.26 ***

通行障害経験 38.27 1.00 23.22 37.38

倒壊目撃経験 41.18 1.21 51.51 40.69

倒壊伝聞経験 41.38 0.12 0.61 40.85

訪問目的（内子座） -22.27 46.21 -0.68 44.57

訪問目的（商い博物館） -78.37 38.92 ** -77.78 38.37 **

訪問目的（木蝋資料館） 60.01 38.96 64.31 38.53 *

無電柱化認識 -21.32 37.25 -10.19 36.84

ボランティア -26.58 35.04 -29.71 34.61

性別 -20.78 37.43 -20.78 37.43

所得ダミー no yes yes

年代ダミー no yes yes

Wald chi2(25) 8.02 *** 41.10 ** 49.67 ***

対数尤度 -678.04 -661.20 -657.01

平均WTP（円） 506 *** 502 *** 502 ***

モデル１ モデル２ モデル３

 

注： ***，**，* はそれぞれ有意水準 1％，5％，10％を表す． 
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次に，観光客の総 WTP を算出する．ここでは観光客

を内子町以外から訪れる人々とする．1 人当たり平均

WTP には表-4 の内子町以外の人々の平均 WTP（約 473

円）を用いる．観光客数には，内子町 21)の 2009 年から

2017年の入込客数の平均値（1,149,525人）を用いる． 

表-5 は住民，観光客それぞれにとっての総 WTP を示

している．総 WTP は平均値以外に下限値と上限値も算

出している．下限値と上限値には，モデル１を推計した

際の係数の下限値と上限値を用いている．地元住民にと

っての総 WTPは約 900万円から約 1,200万円程度となっ

た．それに対して地元以外の観光客全体にとっての総

WTPは約5億円から6億円程度となることが分かった． 

 

(3)  考察 

 分析結果から考察を行う．内子町における無電柱化事

業の価値は，内子町住民が最も高いことが分かった．普

段からそこに居住する地元住民にとって，無電柱化され

た場合に得られであろう恩恵は外部からたまに訪れる

人々よりも大きい．つまり地域住民にとって，地元での

無電柱化の評価が高くなるのは妥当である． 

 一般的に無電柱化整備の費用は電線管理者と道路管理

者がそれぞれ負担することになっている．そのため道路

管理を行う国や地方公共団体の負担分は最終的には地元

住民が負担することとなる．受益者負担の原則からは，

無電柱化事業を住民が税金などで負担することは妥当で

あると考えられる． 

ただし，近年，人口減少問題が深刻な地域は各地に存

在する．内子町もその 1つである．内子町総務課 21)によ

ると，2009 年 12 月に 19,204 人だった人口は，今回の調

査時期の 2019年 12月時点までの 10年間で 2,875人も減

少している．この減少傾向は現在も続いている．今回，

地元住民にとっての一部区間における無電柱化の総

WTPは100万円程度であったが，人口減少が進むことで

総 WTP も減少していく可能性が考えられる．こうした

中で無電柱化事業のような公共事業を進めるのは容易で

はない． 

一方，今回の分析結果の地元以外の観光客をみると，

無電柱化事業に対する 1 人当たり WTP は地元住民より

も低いものの，観光客もある無電柱化事業を評価してい

ることが示された．そして内子町には住民以上の人数の

観光客が来訪していることから，観光客全体での総

WTPは地元住民の総 WTPよりもはるかに大きな値であ

ることが分かった．内子町のような観光客が多い地域で

は，こうした観光客の評価に注目することが重要である． 

今後，人口減少による財政問題が懸念される自治体が

無電柱化事業などを進めていくためには，地域を評価し

てくれる観光客からの協力を得る方法を考えていくこと

が重要だろう．例えば，本研究の CVM シナリオのよう

に，観光客から単純に寄付金を募るような方法が考えら

れる．クラウドファンディングやふるさと納税のように，

政策を評価してくれる観光客や地域外の人々に何かしら

の対価を返礼するような方法も考えられる．あるいは売

り上げの一部を無電柱化事業に回せるような新たな観光

サービスを考案して観光客に提供していくことが求めら

れるだろう． 

 

4.  おわりに 

 本研究では，CVM を用いて観光地における無電柱化事

業の評価を分析して考察を行った．回答者には無電柱化

の便益を比較的想像してもらいやすいように，保存地区

において無電通化が一部完了している愛媛県内子町を

CVMの調査地として選択した． 

 無電柱化事業に対する 1人当たり WTPの分析結果をみ

ると，内子町住民は約 645円であり，内子町以外の観光

客は約 473円であることが分かった．その地域に居住し

て，普段から無電柱化の恩恵が得られる地元住民の WTP

の方が高いことが分かった．また，地元住民ではなくて

も，訪問回数が多い観光客の WTPは高く，10回以上訪問

する観光客は約 655円であった． 

 1 人当たり WTP から地元住民とそれ以外の観光客の総

WTP を推計した．地元住民の総 WTP は，約 100 万円であ

った．それに対して，観光客の総 WTPは約 5.5億円であ

った．このように，1 人当たり WTP は住民の方が高かっ

たが，総 WTPは住民よりも人数が多い観光客全体での値

の方が大きいことが分かった． 

そして本研究から，観光地における無電柱化整備には，

観光客の協力も重要であることが示された．無電柱化に

よる景観価値の向上は，地域住民のみでなく，観光客に

とっても十分評価されるからである．こうした観光客か

らの評価を明らかにし，それに基づいて観光客にも協力

してもらえるような観光政策を実施していくことが重要

である． 

最後に本研究の課題について述べる．まず第 1に旅費

の問題である．今回の分析では，地元の内子町とそれ以

外とは識別している．地元以外をさらに詳細にみると，

同じ県内の松山市や今治市から来訪している観光客から，

より遠方から来訪している観光客まで様々な地域から来

訪していることが分かる．そのため，観光客によって旅

費も大きく異なっていることが分かる．こうした旅費の

違いについても考慮する必要があるだろう． 
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FORMATTING JAPANESE MANUSCRIPT FOR JOURNALS OF JSCE 

 

Yushi KUNUGI 

 
In recent years, the undergrounding and utility pole removal projects have been attracting attention from 

the perspective of tourist policy. This is because the undergrounding and utility pole removal projects have 

the merit of improving the landscape. This benefit is expected to affect not only residents of the area where 

the landscape was improved, but also tourists from outside. The purpose of this study is to clarify the eval-

uation of the undergrounding and utility pole removal projects by tourists. Therefore, this study conducted 

a questionnaire survey of tourists in Uchiko Town, Ehime Prefecture, using CVM. This study used a CVM 

survey to estimate the willingness to pay for the undergrounding and utility pole removal projects on roads 

in Uchiko Town for both residents and tourists. Finally, based on the results of the analysis, this study 

discusses about the undergrounding and utility pole removal projects in the sightseeing area. 
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